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１－１ 人口の自然増減と社会増減の推移         【厚生労働省「人口動態統計」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－２ 地域政策圏別の人口増減率（1月1日現在、2000年比）の推移【「神奈川県人口統計調査」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまで出生数が死亡数を上回る「自然増」の状態が続いてきましたが、2014 年には、死亡

数が出生数を上回り、「自然減」となりました。また、1995 年に転出者数が転入者数を上回る

「社会減」となりましたが、それ以外の年は転入者数が転出者数を上回る「社会増」となって

います。近年の「社会増」の規模は、1960～1970 年代と比較すると小さくなっています。 

神奈川県内の５つの地域政策圏別の人口増減率は、川崎・横浜地域圏、県央地域圏、湘南地

域圏は増加していますが、三浦半島地域圏、県西地域圏は減少しており、地域間の差は広がっ

ています。 
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１－３ 100歳以上高齢者数の推移  

【厚生労働省「百歳の高齢者へのお祝い状及び記念品の贈呈について」】 

 

 

 

 

 
 

１－４ 人生100歳時代に関する取組み              【首相官邸ホームページ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国が設置した「人生100年時代構想会議」において、人生100年時代を見据えた経済・社会システムを

実現するための政策のグランドデザインに係る検討が進んでいます。 

 神奈川県では、県、市町村、大学、NPO、民間企業、各種団体等で構成される「かながわ人生100歳時

代ネットワーク」を立ち上げ、関係機関と連携して取組みを進めています。 

100歳以上の高齢者数は、全国で1963年に153人でしたが、1981年に千人を超え、1998年に１万人を

超えました。2012年には５万人を超え、2017年（９月15日現在）は67,824人となっています。 

なお、神奈川県内の100歳以上の高齢者数は、2017年（９月15日現在）は3,737人となっています。 
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１－５ 健康寿命と平均寿命の推移  

【厚生労働省作成資料、厚生労働省「平成29年版高齢社会白書」】               

 

 

 

 

 

 

１－６ 平均寿命の推移           【厚生労働省「平成27年都道府県別生命表」】 

 

 

 

 

健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間（健康寿命）は、2013年時点

で男性が71.19年、女性が74.21年となっており、それぞれ2001年と比べて延びています。 

しかし、2001年から2013年までの健康寿命の延び（男性1.79 年、女性1.56 年）は、同期間

における平均寿命の延び（男性2.14 年、女性1.68 年）と比べて小さくなっています。 

なお、神奈川県の2013年の健康寿命は男性71.57歳、女性74.75歳となっています。 

神奈川県の平均寿命は年々延びており、40年前に比べ男女ともにおよそ10年延びています。

2015年の平均寿命は、男性81.32年、女性87.24年となっています。 
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２－１ 国際観光客到着数の推移  【観光庁作成資料、国土交通省「平成29年版観光白書」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

２－２ 国際観光客受入数の地域別シェアの推移  

【観光庁作成資料、国土交通省「平成29年版観光白書】 

 

 

 

 

国際観光客受入数の地域別シェアの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国際観光客受入数の地域別シェアでは、欧州が過半数を占めていますが、減少傾向にあり

ます。一方、アジア太平洋は2006 年に19.4％でしたが、2016 年には24.5％にまでシェアが

拡大しており、特に成長している地域です。 

 世界全体の国際観光客到着数は増加傾向にあり、2016 年は約12.4億人となっています。 

（年） 
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２－３ 訪日外国人旅行者数の推移  【観光庁作成資料、国土交通省「平成29年版観光白書】 

 

 

 

 

訪日外国人旅行者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－４ 外国人留学生の推移               【独立行政法人日本学生支援機構】 

 

 

 

 

 外国人留学生（準備教育課程、専修学校（専門課程）、高等専門学校、短期大学、大学（学

部））数は増加傾向にあり、2016年度は23万9,287人となっています。 

なお、神奈川県内の大学等に在籍する外国人留学生数は、2016年度で11,256人となっていま

す。 

 2016 年の訪日外国人旅行者数は、過去最高であった2015 年の1,974万人をさらに上回り、

2,404 万人（対前年比21.8％増）となり、過去最高を更新しました。 

 なお、神奈川県の2016 年の訪日外国人旅行者数は、231万人（速報値）となっています。 

（年） 

外国人留学生の推移 
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２－５ ビッグデータ流通量の推移             

【総務省「ビッグデータの流通量の推計及びビッグデータの活用実態に関する調査研究」（平成27年）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－６ 世界のIoTデバイス数の推移及び予測 【総務省作成資料、総務省「平成28年版情報通信白書」】 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データ流通量は2005年の約1.6エクサバイトから2014年には約14.5エクサバイト（見込み）とな

り、９年間で約９倍に拡大しています。 

IoT時代にはインターネットにつながるモノが爆発的に増加していくことが予想されていま

す。IHS Technologyの推定によれば、2016年時点でインターネットにつながるモノ（IoTデバイ

ス）の数は約173億個であり、2020年までにその約2倍の300億個まで増大すると予測されていま

す。 
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２－７ ネットワーク利用犯罪検挙件数の推移 【法務省作成資料、法務省「平成28年版犯罪白書」】 

 

 

 

 

 

２－８ 高規格幹線道路の整備状況  

【国土交通省関東地方整備局ホームページ、国土交通省「平成29年版首都圏白書」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ネットワーク利用犯罪（インターネットを利用した詐欺や児童ポルノに係る犯罪等のコンピュ

ータ・ネットワークを利用した犯罪）の検挙件数は、2010（平成22）年から増加し続けていま

す。2015（平成27）年は7,483件となっており、2004（平成16）年比で約４倍になっています。 

 環状道路の整備等による道路ネットワークの強化により、拠点的な空港・港湾・鉄道駅へのア

クセスの向上が進められています。神奈川県内において、さがみ縦貫道路（圏央道）は、2015年

３月に寒川北ICから海老名JCT間が開通し、全線開通となりました。 
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２－９ 自動運転ロードマップ  

【 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議「 官民ITS構想・ロードマップ2017」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－10 国内線・国際線LCC旅客数の推移            【 国土交通省作成資料】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国では、ITS（高度道路交通システム）・自動運転に係る政府全体の戦略である「官民ITS構

想・ロードマップ」を策定し、 多様な高度自動運転システムの社会実装に向けて取組みが進めら
れています。 
 

国内線LCC旅客数は、2015年まで増加しましたが、2016年は減少し916万人となっています。一

方、国際線LCC旅客数は一貫して増加しており、2016年は1,506万人となっています。また、2016

年のLCC旅客数のシェアは、国内線で9.7％、国際線は18.9％となっています。 
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３－１ 要保護及び準要保護児童生徒数（就学援助対象人数）の推移   

【文部科学省作成資料、文部科学省「就学援助実施状況等調査結果」】 

   

 

 

 

 

 
３－２ 都道府県別平均寿命           【厚生労働省「平成27年都道府県別生命表」】 

   

 

 

 

2015年の平均寿命を都道府県別でみると、男性で最も長いのは滋賀県、女性は長野県、男女と

も最も短いのは青森県となっており、その差は男性で3.11年、女性で1.74年となっています。 

77.28歳 

平成27（2015）年度の要保護及び準要保護児童生徒数（就学援助対象人数）は、約147.0万人

で４年連続の減少となっています。また、平成27（2015）年度の就学援助率は、15.23％と３年

連続で減少していますが、平成22（2010）年度以降、15.2％から15.6％台で推移しています。 

なお、神奈川県では、2015年度において就学援助対象人数が約10.4万人、就学援助率が

15.64％となっています。 
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３－３ 社会意識に関する世論調査（社会志向か個人志向か） 

【内閣府作成資料、内閣府「世論調査」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－４ 社会意識に関する世論調査（望ましい地域での付き合いの程度）  

【内閣府作成資料、内閣府「世論調査」】 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1988年12月調査以降、「国や社会のことにもっと目を向けるべきだ」と考える人の割合が

「個人生活の充実をもっと重視すべきだ」と考える人の割合を上回っていますが、近年その差

が縮まってきています。 

2017年（平成29年）の調査によると、「住民全ての間で困ったときに互いに助け合う」と回

答した割合は41.4％であり、前回調査と比較すると、全体に占める割合は低下したものの最も

大きい割合となっています。 
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３－５ 育児に対する意識調査（子育てに対する楽しさ・つらさ）  

【内閣府「平成27年度少子化社会に関する国際意識調査報告書」】 

      

 

 

 

 

３－６ 次世代の学校・地域プラン               【首相官邸ホームページ】 

 

 

 

 

2015年の調査によると、日本では、子育てに対して「楽しさを感じるときの方が多い」と回

答した割合が86.2％（「楽しさを感じるときの方がかなり多い」（37.9％）と「楽しさを感じ

るときの方がやや多い」（48.3％）の合計）となっています。 

国では、学校と地域が相互にかかわり合い、学校を核として地域社会が活性化していくことが

必要不可欠であるとの考えのもと、学校・地域それぞれの視点に立ち、「次世代の学校・地域」

両者一体となった体系的な取組みが進められています。 
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３－７ 土地利用の推移            【県土地水資源対策課「土地統計資料集」】 

 

 

 

 

 

 

３－８ 空き家率の推移                  【総務省「住宅土地統計調査」】 

      

 

 

 

※毎年10月現在の状況 

 

 

 

2013年の総住宅数に占める空き屋数の割合（空き家率）は、13.5％と過去最高になって

います。 

なお、神奈川県の2013年の空き家率は、11.2％となっています。 
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神奈川県の利用区分別土地利用として、農用地、森林、工業用地の割合が低下している一方、

道路、住宅地、その他の宅地などの割合が増加しています。2015年は、森林が39.0％と最も高

く、次いで住宅地が18.0％、その他13.3％の順に高くなっています。 
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４－１ ロボット産業の将来市場予測 【総務省作成資料、総務省「平成27年版情報通信白書」】 

 

 

 

 

 

４－２ 第４次産業革命によって変革がもたらされると思われる業種 

【総務省「第４次産業革命における産業構造分析とIoT・AI等の進展に係る現状及び課題に関する調査研究」（平成29年）】 

 

 

 

 

第４次産業革命において、特に変革がもたらされると思われる業種・産業分類について

は、「情報通信業」が最も高く、次いで「製造業（自動車以外）」、「エネルギー・インフ

ラ」の順に高くなっています。 

経済産業省の調査によると、ロボット市場は2025年に5.3兆円、2035年には9.7兆円になると予

測されており、製造分野以外でのサービス分野の伸びが特に著しいと予測されています。 
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４－３ 所有と体験についての意識調査   

【経済産業省「消費者理解に基づく消費経済市場の活性化」研究会報告書」】 

 

 

 

 

 

 

４－４ 労働力人口の推移                    【総務省「労働力調査」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労働力人口は1998年をピークに減少していましたが、女性や高齢者等の労働参加率や就業

率が高まることによって、2013年以降、労働力人口は緩やかに増加しています。 

物を所有するよりも、得られる体験（コト）にお金をかけたいという人が69.2％を占めていま

す。 
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４－５ 女性の就業希望者の内訳   【内閣府作成資料、内閣府「平成29年版男女共同参画白書」】 

 

 

 

 

 

４－６ 外国人労働者の受入拡大        

【厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（平成28年10月末現在）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2016（平成28）年10月末現在、外国人労働者数は1,083,769人であり、前年同期比で

175,873人(19.4％）増加し、４年連続で過去最高を更新しました。また、外国人を雇用し

ている事業所は172,798か所であり、前年同期比で20,537か所（13.5％）増加し、平成19年

に届出が義務化されて以来初めて17万事業所を超えました。 

なお、神奈川県内の外国人労働者数は2016年年10月末現在で60,148人となっています。 

2016年における女性の非労働力人口2,845万人のうち、274万人が就業を希望していますが、

就業の形態として「非正規の職員・従業員」を希望する人が71.0%を占めています。また、現

在求職していない理由として、「出産・育児のため」が最も多く33.0％となっています。 
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４－７ 働き方改革の推進                    【首相官邸ホームページ】 

 

 

 

 

４－８ 週間就業時間60時間以上の雇用者の割合の推移 

【内閣府作成資料、内閣府「平成29年版男女共同参画白書」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

週間就業時間60時間以上の雇用者の割合を男女別に見ると、特に、子育て期にある30歳代及

び40歳代の男性において、女性や他の年代の男性と比べて高い水準となっています。 

国が設置した「働き方改革実現会議」において、「働き方改革実行計画」が決定され、同

一労働同一賃金の実現や長時間労働の是正などに向け工程表が示されるなど、働き方改革の

実現に向けた取組みが進んでいます。 

『働き方改革実現推進室』の設置

（平成28年9月27日）

働き方改革を実現するため、働き方改

革実現会議に係る事務を処理し、働き方

改革に係る具体的な実行計画の策定等

に係る施策の企画及び立案並びに総合

調整に関する事務を処理するため、働き

方改革実現推進室を置く。

『働き⽅改⾰実⾏計画』の決定

（平成29年3月28日）

「ニッポン一億総活躍プラン」抜粋

（平成28 年６⽉２⽇閣議決定）

最大のチャレンジは働き方改革である。

多様な働き方が可能となるよう、社会の

発想や制度を大きく転換しなければなら

ない。

①非正規雇用の処遇改善 ⑥病気の治療と仕事の両立

同一労働同一賃金のガイドライン
トライアングルサポート体制の構
築

②賃金引上げと生産性の向上 ⑦子育て・介護等と仕事の両立
中小・小規模事業者の取引条件を
改善

新たな待機児童解消プランを策定

生産性向上と賃上げを実現した企
業への助成

男性の育児・介護等への参加促
進

③長時間労働の是正 ⑧転職・再就職支援

罰則付き時間外労働の上限規制
転職・再就職拡大のための指針
策定

繁忙期上限単月100時間未満 ⑨教育環境の整備
勤務間インターバル制度の普及促
進

高等教育の経済的負担軽減策の
推進

④柔軟な働き方 幼児教育無償化範囲の拡大

テレワークガイドライン刷新 ⑩高齢者の就業促進

副業・兼業のガイドライン策定
継続雇用延長等を行う企業への
支援を充実

⑤女性・若者の人材育成 ⑪外国人材の受入れ
リカレント教育等個人の学び直し
への支援

高度外国人材受け入れに向けた
就労環境整備

女性の活躍に関する企業情報の
見える化

国民的コンセンサスを考慮
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４－９ テレワーク導入状況の推移  

【厚生労働省作成資料、厚生労働省「平成29年版労働経済の分析」】 

 

 

 

     

５－１ 世界平均海面水位の変化 

【環境省作成資料、環境省「平成29年版 環境・循環型社会・生物多様性白書」】 

 

 

 

 

テレワークを導入している企業の割合は、上昇傾向にあり、2015年で16.2％となってい

ます。 

世界年平均海面水位は、1901年から2010年の間に0.19ｍ上昇しています。 
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５－２ 二酸化炭素排出量の推移  

【国立研究開発法人国立環境研究所、地球環境研究センター「温室効果ガスインベントリオフィス」】 

 

 

 

 

 

   

 

５－３ 絶滅のおそれのある動物種数      【環境省「第４次レッドリスト掲載種数表」】 

 

 

 

 

温室効果ガスの90％以上（二酸化炭素換算）を占める二酸化炭素の排出量は増加傾向にあ

りましたが、2007年度を境として減少に転じました。2010年度以降再び増加傾向となったも

のの、2014年度に再び減少に転じ、2015年度も減少傾向が続いています。 

なお、神奈川県における2014年度の二酸化炭素排出量は、7,533万t（速報値）となってい

ます。 

2017（平成29）年に環境省が公表した第４次レッドリストの第２回目の改訂版による

と、評価対象の約42,000種のうち1,372種が絶滅危惧種とされ、2007（平成19）年公表の

第３次レッドリストよりも336種増加しています。 
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５－４ エネルギー国内供給構成及び自給率の推移 

【経済産業省作成資料、経済産業省「エネルギー白書2017」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民生活や経済活動に必要なエネルギーについて、2015年度は石油、石炭、天然ガスで９

割以上を占めています。また、自国内で確保できるエネルギー自給率は、2015年度で7.0% 

(推計値)となっています。 


